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Abstract
Choosing the term not “unification” but “combination” of kindergartens and day-nurseries, the ruling Democratic Party of 
Japan is now building the “New system of Child Nursing, ”.
But I think the term “unification” is the most important idea that can clarify the systematic problems between kindergartens 
and day-nurseries in the postwar history of Japan.
So in this paper, I tried to rearrange these problems and to consider how “care and education for all children” should be in 
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知」（1963年・昭和38年）が、実は保育所入所の3歳児
以上にのみ限定的に「幼稚園教育要領」に準じた「教育」
を行うことをある意味では「強制」しつつ公認し、結局
は保育所の子どもたちを3歳以上の子どもたちの「準教
育」と、3歳未満児の形式的な福祉概念に貶められた「保
育」という形で二分してしまうものだったのである。
─1　幼稚園は幼児に対し、学校教育を施すことを目
的とし、保育所は「保育に欠ける児童」の保育（こ
の場合幼児の保育については、教育に関する事項を
含み保育と分離することはできない。：原文）を行う
ことを目的とするもので、両者は明らかに機能を異
にするものである。（中略）
3　保育所のもつ機能のうち、教育に関するものは、
幼稚園教育要領に準ずることが望ましいこと。この
ことは保育所に収容する幼児のうち幼稚園該当年齢
の幼児のみを対象とすること。
こうして経緯を辿って見れば、「養護と教育」という概
念を二分化する文部省と、「養教一体としての……保育」
を強調する厚生省とのせめぎ合いが続いていたことが明
らかであるが、結局は「養護と教育」に概念を分けられ、
現行の保育所保育指針では、0.1.2歳児は「養護」、3歳以
上児は「養護と教育」と実態的にも分断されている21）。
繰り返して確認すれば、要するに、保育所の保育総体
は子どもの教育に連なる「保育＝教育」とは捉えられず、
3歳以上児のみに、文部科学省が公認している幼稚園教
育＝学校教育が認められるにすぎない。
「幼保一元化」とは、幼稚園も保育所も対等に、それら
をともに、子どもの保育＝教育の場として認めることで
はないのか。幼稚園だけが「教育」機能をもち、保育所
の子どもたちに対しては、3歳以上の子どもにのみ「教
育」を限定するとは、あまりにも戦後の急ぎ仕立ての制
度に囚われすぎているのではないだろうか。
おわりに
以上、歴史を辿りつつ明らかにしてきたように、戦後
は「すべての子どものための保育＝教育」を実現するた
めの「幼保一元化」を棚上げし、その結果、その課題ご
ときれいに忘れられてしまったということである。いや、
それだけではなく、就学前の子どもたちの教育を限りな
く学校教育的教育に限定し、保育所の保育＝教育を、真
っ当に認めようとはしてこなかったと言える。
そのため、地域や家族が大きく変貌し、子育て自体が、
母親の手だけに、あるいは家庭の中だけに担いきれなく
なっているにもかかわらず、3歳未満児の全体としての
保育＝教育は、一向に整備されえないままなのである。
新システムの基本的な考え方の第3項に
─家庭における養育支援の充実　
が上げられている。
この具体策としては、小規模な保育ママ、事業所内保
育（地域型保育サービス）、さらには地域の子育て支援事
業や放課後児童クラブ（学童クラブ）など、が上げられ、
これらはすべて市区町村で包括的に整備するという方向
性が示されている。これらが具体的に実現されていけば、
確かに多くの子どもや親たちが肉体的にも精神的にも助
けられるであろうことは喜ばしい。
しかし、最後の最後になっても、文科省・厚労省とも、
また今回の新システムにおいても、3歳未満児の保育＝
教育を認知し、制度化する必要性に気づかれていない。
それほどに戦後の幼稚園・保育所の教育／保育の分断に
よる二元体制に規制されてしまっているのである。
さらに言えば、現在の「子育て支援」あるいは「家庭
の養育支援」は、いずれも3歳未満の子どもは母親が育
てるべきという「3歳児神話」を払拭しきれてはいない。
たとえ、親（母親）が日中家庭にいたとしても、子ども
の育ちのための場は、あるいは親たちの育ちのための場
は、地域の中に必須である。そこは、子どもが仲間と出
会える場であり、また親もまた、他の子どもや親・保育
者と出会える場だからである。そして、いつも「母親・
ないしは保護者同伴」ではなく、0.1.2歳児にとっても、
必要に応じて、「保育」の場が用意されるべきではないだ
ろうか。
新システムでも、「保育の量的拡大」と「家庭における
養育支援の充実」という二つの項目が別個に立てられて
いる。ということは、相も変わらず、母親が就労してい
る家庭の子どものための施設＝保育所、そして母親が家
庭にいる場合は、子どものための保育施設ではなく、ど
こまでも「母親の育児・養育を支援するため」のもの、
という性格づけは変わらない。
すべての子どものための、それぞれの家庭の状態に応
じた子どもの育ちの場の保障、そしてそれらは、国によ
って義務化されるものというよりは、それこそ、家庭の
状況に応じてさまざまな形態が用意され選択され、しか
もそれらは一律に公的な補助の対象となる。これこそ幼
稚園保育と児童福祉の基本的な思想であり、「幼保一元
化」の原点ではなかっただろうか。　
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